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JIPDEC が中小企業向け改正個人情報保護法対応支援を開始 

～第一弾 大阪、東京で実務セミナー開催～ 

 
一般財団法人日本情報経済社会推進協会（以下JIPDEC、東京都港区：会長 牧野 力）は、改正個人情報

保護法全面施行への対応として、新たに対象となる中小企業の情報管理体制作りを支援するための活動の第一

弾として、大阪、東京において「中小企業向け改正個人情報保護法実務対応セミナー」（共催：日本商工会議所）

を開催することと致しました。 

 

昨今、企業をターゲットとしたサイバー攻撃は激化し、中小企業においても情報漏えい等のリスクは格段に高ま

っているものの、対策がなかなか進んでいないのが現状です。個人情報保護法の改正により新たに規制対象とな

った個人情報取扱件数5,000件未満の企業や、個人情報の取り扱い件数を把握していない中小企業では、情報

漏えい等が実際に事業にどのような影響を与えるかの考察もなされていないケースが多くみられます。 

 

 

このため、本セミナーでは個人情報保護法の改正が、特にこれまで対象外であった個人情

報の取り扱い件数5,000件未満の中小企業にどのような影響を与えるのか、また実務の中で

具体的にどのような点に留意する必要があるか等をわかりやすく解説するとともに、経営層に

情報管理の必要性・重要性について理解を深めてもらうための小冊子等を配布し、企業にお

ける情報管理の社内体制作りをサポートしていきます。また、今後は社内教育用コンテンツの

提供、情報管理に関する出張講座などの活動を展開していきます。 

 

今後も、JIPDECではプライバシーマーク制度運営等の実績に基づき、企業における情報管理を行っていくた

めに必要な情報提供や通じて、安心安全な情報利活用環境作りを行ってまいります。
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影響について検討し、
定期的に⾒直している

影響について検討したことがある 影響について把握していない、
想定していない

個⼈情報の取扱規模別に⾒た情報セキュリティリスクが顕在化した場合の
影響についての検討状況

5,000件以上（n=671） 5,000件未満（n=2,237） わからない（n=451）

出典：中⼩企業⽩書2016／中⼩企業庁委託「中⼩企業のリスクマネジメントへの取組に関する調査」(2015年12⽉、みずほ総合研究所(株))
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■中小企業向け改正個人情報保護法実務対応セミナー 
https://www.jipdec.or.jp/topics/event/2016kaiseiho-seminar.html 

主催：一般財団法人日本情報経済社会推進協会 

共催：日本商工会議所 

対象：中小規模企業の総務担当者 等 

定員：大阪 200 名、東京 300 名 

参加費：無料 

開催時期および会場、定員 

開催地 日時 会場 定員 

大阪 2016 年 12 月 9 日（金） 

13：30～16：15 

関西経理専門学校（AST 本校舎） 

（大阪府大阪市北区天神橋） 

200 名 

東京 2017 年 1 月 17 日（火） 

13：30～16：15 

秋葉原コンベンションホール 

（東京都千代田区外神田） 

300 名 

プログラム：  

13:30~13:35 主催者挨拶 

13:35~14:15 改正個人情報保護法への実務対応 その 1 

（大阪）弁護士法人第一法律事務所 弁護士 福本 洋一氏 

（東京）牛島総合法律事務所 弁護士 影島 広泰氏 

14:15~14:30 休憩 

14:30~15:15 改正個人情報保護法への実務対応 その 2 

（大阪）弁護士法人第一法律事務所 弁護士 福本 洋一氏 

（東京）牛島総合法律事務所 弁護士 影島 広泰氏 

15:15~15:35 休憩＆質問票回収 

15:35~15:55 情報管理の重要性について JIPDEC 

15:55~16:15 質疑応答 

 

【JIPDEC（一般財団法人日本情報経済社会推進協会）について】 

https://www.jipdec.or.jp/ 

JIPDEC は、1967 年よりわが国の情報化推進の一翼を担い、技術的・制度的課題の解決に向けたさ

まざまな活動を展開しています。特に、安心安全な情報利活用環境の構築を図るため、プライバシー

マーク制度や ISMS 制度の運用、「サイバー法人台帳 ROBINS」や「JCAN 証明書」等のサービス提

供、オープンデータや個人情報の取り扱い等情報の保護と活用に関する調査研究・政策提言等を行っ

ています。 

 

＜本件に関する報道関係の方のお問い合わせ先＞ 

担当：JIPDEC 広報室 

TEL： 03-5860-7555 

お問合せフォーム： https://contact.jipdec.or.jp/m?f=33 


